
小学校及び中学校の県費負担教職員定数配置基準
（平成 ３年 ３月 ８日 北海道教育委員会決定）

（平成２８年３月３０日 一 部 改 正）

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４１条第２項の規定による小学校（義務教育学校の前期課程を含む。以下「小学校」という。）及び中学校

（義務教育学校の後期課程及び中等教育学校の前期課程を含む。以下「中学校」という。）の県費負担教職員定数の配置は、次の基準によるものとする。

１ 学級の数は、義務教育諸学校学級編制基準規則（昭和４１年北海道教育委員会規則第１号）の別表に掲げる１学級の児童又は生徒の数を基準として算出した数とする。

２ 校長及び教員の数は、別表１に掲げる数とする。ただし、次の学校については当該各号に掲げる数（公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律（昭和３３年法

律第１１６号。以下「標準法」という。）第１７条第２項の規定により定数換算した後の数を含む。）とする。

(１)小学校

ア 肢体不自由者、自閉症・情緒障害者又は知的障害者で編制する特別支援学級の規模が１学級で児童数が７人以上又は２学級の学校は、別表１の２に掲げる数に１を加えた数

(２)中学校

ア 普通学級が１８学級未満の学校で、特別支援学級の数を加えた学級総数が１８学級以上となる学校については、別表１の１に掲げる数に１を加えた数

イ 肢体不自由者、自閉症・情緒障害者又は知的障害者で編制する特別支援学級の規模が１学級で生徒数が７人以上の学校は、別表１の２に掲げる数に１を加えた数

(３)１０人以上の児童又は生徒を収容する通年制の寄宿舎を有する小学校又は中学校については、別表１の１に掲げる数に１を加えた数

(４)次に掲げる小学校及び中学校については、別に教育長が調整した数

ア 離島振興法（昭和２８年法律第７２号）第２条の規定により指定された地域内の小学校及び中学校

イ 児童又は生徒の心身の発達に配慮し個性に応じた教育を行うため、複数の教員の協力による指導又は少数の児童若しくは生徒により構成される集団を単位として指導が行われる小

学校及び中学校、教育課程の編成において多様な選択教科が開設される中学校並びに専門的な知識又は技能に係る教科等に関し専門的な指導が行われる小学校

ウ 教育上特別の配慮を必要とする児童又は生徒に対する特別の指導が行われる小学校及び中学校

３ 養護教員の数は、別表２に掲げる数とする。ただし、教育上特別の配慮を必要とする児童又は生徒に対する特別の指導が行われる学校については、別に教育長が定める数を加えた数と

する。

４ 事務職員の数は、別表３に掲げる数とする。ただし、多様な教育を行うための諸条件の整備に関する事情であって事務処理上特別の配慮を必要とする学校については、別に教育長が定

める数を加えた数とする。

５ 栄養教諭又は学校栄養職員の数は、別表４に掲げる数とする。ただし、教育上特別の配慮を必要とする児童又は生徒に対する特別の指導が行われる学校及び共同調理場については、

別に教育長が定める数を加えた数とする。

６ 技芸講師の数は、別表５に掲げるとおりとする。

７ ２の項から５の項までに掲げる数は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第１項に規定する常時勤務を要する職を占める者を含めた数（標準法第１７条第１項の

規定により定数換算した後の数を含む。）とする。

８ 長期研修、初任者研修、研究指定、長期有給欠勤その他特別の事情がある場合は、総定数の範囲内で、教育長が調整する。

附 則（抄）

この基準の一部改正は、平成２８年４月１日から施行する。

別表１ 校長及び教員

１ 普通学級

１ ３ ６

併 単 単置校で15 単置校で16

学 級 数 置 置 ２ 人以下又は 人以上又は ４ ５ 100人 101人 ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９

校 校 併置校で37 併置校で38 以 下 以 上

人以下 人以上

配 置 数
小 学 校 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３

中 学 校 ３ ４ ６ ９ ９ １０ １１ １３ １５ １６ １８ ２０ ２１ ２２ ２３ ２５ ２６ ２８ ３０ ３１

２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ３１ ３２ ３３ ３４ ３５ ３６ ３７ ３８ ３９ ４０ ４１ ４２ ４３ ４４ ４５ ４６ ４７

２４ ２５ ２６ ２８ ２９ ３０ ３１ ３２ ３３ ３４ ３５ ３６ ３７ ３９ ４０ ４１ ４２ ４３ ４４ ４５ ４６ ４７ ４８ ４９ ５０ ５１ ５３ ５４

３３ ３５ ３６ ３８ ３９ ４０ ４２ ４３ ４４ ４６ ４８ ４９ ５１ ５２ ５４ ５５ ５６ ５７ ５８ ５９ ６０ ６２ ６４ ６５ ６６ ６７

２ 特別支援学級

学 級 数 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

配 置 数
小 学 校 １ ２ ４ ５ ６ ７ ８

中 学 校 １ ３ ４ ５ ６ ７ ８

別表２ 養護教員

児童数８５１人以上の小学校又は ４学級以上の小学校(児童数８５１人以上の小学 ４学級以上の中学校(生徒数８０１人以上の中学
小学校の児童数及び中学校の生徒数の計が１１人

学校規模 生徒数８０１人以上の中学校（併 校を除く。)又は３学級で児童数が１１人以上の 校を除く。)又は３学級で生徒数が１１人以上の
以上の併置校

置校を除く。） 小学校（併置校を除く。） 中学校（併置校を除く。）

配 置 数 ２ １ １ 当該小学校又は中学校のいずれかの学校に１

別表３ 事務職員

学校規模
２７学級以上の小学校又は２１学 ４学級から２６学級までの小学校又は３学級で ４学級から２０学級までの中学校又は３学級で 小学校の児童数及び中学校の生徒数の計が１５

級以上の中学校（併置校を除く。） 児童数が１５人以上の小学校（併置校を除く。） 生徒数が１５人以上の中学校（併置校を除く。） 人以上の併置校

配 置 数 ２ １ １ 当該小学校又は中学校のいずれかの学校に１

別表４ 栄養教諭又は学校栄養職員

単 独 調 理 場 共 同 調 理 場

給 食 実 施 給 食 実 施 児 童 生 徒 の 総 数 給 食 実 施 児 童 生 徒 数

規 模
１，０００人以上の市町村 ９９９人以下の市町村 １，８００人以下

１，８０１人以上
６，００１人以上

６，０００人以下

総数を１，０００で除した数
１

配 置 数
（１未満の端数は四捨五入）

ただし、共同調理場を有する市 １ ２ ３

町村を除く。

別表５ 技芸講師

学校規模 ４学級未満の小学校 ３学級未満の中学校

配 置 数 １ １

別紙資料


